

















 1） 警視庁統計資料では，漫然運転約 17%，脇見運転約 13%，運転操作不適約 12%，
安全不確認約 11%，歩行者妨害約 7%，最高速度違反約 6%，通行区分違反約 5%，



















































　 6  　余談であるが，IC 免許の難点となるものが免許証交付の際に使用す











　 1  　道交法第 64 条第 1 項では，無免許運転等の禁止を規定し，「何人も，
第 84 条第 1 項の規定による公安委員会の運転免許を受けないで（第 90
条第 5 項，第 103 条第 1 項若しくは第 4 項，第 103 条の 2 第 1 項，第
104 条の 2 の 3 第 1 項若しくは第 3 項又は同条第 5 項において準用する














84 条第 1 項の規定による公安委員会の運転免許を受けていないこと（第
90 条第 5 項，第 103 条第 1 項若しくは第 4 項，第 103 条の 2 第 1 項，
第 104 条の 2 の 3 第 1 項若しくは第 3 項又は同条第 5 項において準用す






















































































































































　 1  　公安委員会が行う各種営業許可などの警察許可については許可条件が
多くの場合に存在する。例えば，免許の申請等について免許の欠格事由
や免許の拒否等，免許の条件 （附款）を設定している。
　　⑴ 　道交法は第 88 条第 1 項第 1 号では，それぞれの免許について年齢
制限をつけ「〇〇歳に満たない者は・・免許を与えない」と欠格事由
を設定している。




















た場合 5t までの準中型車を運転できる （道交法改正による経過措置と
しての条件）とする条件があるため，準中型自動車の最大積載量 5t ま
では運転できるものの，中型自動車や大型自動車を運転すれば無免許運

























































































　 3  　免許効力に関する撤回について最近の具体的事件があるので紹介す














































廃棄物処理法などがあり，地方自治法別表第 1 第 1 号に規定される。








第 2 第 2 号に規定される。
　　⑶ 　関与の基本類型には，助言・勧告（地方自治法 245 条の 4），資料
の提出の要求（245 条の 4），是正の指示（245 条の 7），代執行等（245




















　 2  　これまで述べてきたように運転免許は都道府県公安委員会が自治事務


























　　　 　大正 8 年 1 月，それまで地方ごとに定められていた規則が，全国的
に「自動車取締令」として制定され，全国的な「運転手免許」が制度
化された。











































　 3  　国民の中には，本人にとって唯一の公的資格ともいえる免許証を大切
にされる方も多くあり，高齢運転者の免許自主返納8）が進まない理由に
もなっている。














り，警察庁の発表によると，平成 29 年の 1～7 月に免許を自主返納した
75 歳以上の高齢運転者は 14 万 3, 261 件（暫定値），昨年 1 年間の 16 万
2, 341 件を上回る状況になっていると発表された。




































































　 1  　我が国は「国民皆免許」とも称される国であり，昨年の免許保有者は
約 8,220 万人14）にもなる。免許人口の増加の背景には，戦後の経済復興
時に，それまで列車を中心とした輸送から自動車輸送へと転換が加速


















































ビーブームが起きた時期に生まれた 1947 年（昭和 22 年）から 1949 年（昭和 24
年）の世代であり，1947 年（昭和 22 年）生まれは 267 万 8, 792 人，1948 年（昭
和 23 年）生まれは 268 万 1, 624 人，1949 年（昭和 24 年）生まれは 269 万 6, 638




齢化の中で多数を占める前期高齢者（65 歳から 74 歳）でもある。
18） 警察庁発表の平成 28 年度の人身交通事故は，499, 201 件，死亡者は 3, 904 人と
なり昭和 25 年より少ない。しかし，死者に占める高齢者の割合が増加の傾向にあ
る。29 年になってからは減少傾向にある。







































































































































　 1  　一般社団法人全日本指定自動車教習所協会連合会23）の資料によれば，
自動車教習所（練習所）の起源は，大正時代とされており法律の制定以
前から営業していた実績がある。















　 3  　昭和 22 年に制定された道路交通取締法24）及び道路交通取締令が施行
され，運転免許試験の全部または一部を省略できる者として，警視総監
又は道府県知事が指定するという自動車練習所が制度化された。










　 5  　昭和 30 年代以降の高度成長期，国民に不可欠な公的資格として運転
免許ニーズが高まったことから公安委員会（警察）の行う実技試験は
24） 道路交通取締法昭和 22 年 11 月 8 日公布，昭和 23 年 1 月 1 日施行，昭和 35 年




































25） 平成 29 年度地域別最低賃金額は，例えば青森・秋田・岩手県は 738 円，沖縄県



































もらいたい。学生には，5 つの R が重要であることも話している。5R とは，
Rule 今 回 の テ ー マ で い え ば 交 通 ル ー ル を 守 る と い う こ と で あ り，
Responsibility 運転免許は義務と責任が生ずることであり，Respect others
他者を尊重して交通事故を防止するであり，Resilience 運転することに対す
る耐性を持つことであり，警察官や公務員となったならば Reaction 受け身
の行政ではなく Proaction プロとして法の目的を体現するような行政を心が
けるべきということである。
　私自身，聖人君子ではなく，5R が守れないことも起きうると自覚してい
ながら述べる。現職中，交通違反を取り締まった際に，「なぜ，このような
ところで取り締まるのか」，「取り締まる前に警告すればよいのではないか」，
「自分だけではなく，ほかにも違反者がたくさんいるのではないか」と抗議
されることが多々あった。「事故が起きる前に，取り締まられてよかった」
などと考える人は極めて少ない。せいぜい「運が悪かった」と考えるのであ
るかもしれないが，「今後，安全運転に心がけよう」と思っていただきた
かったと対応を反省している。警察では「交通違反」の数だけを目的化して
いるわけではない。納得される取締りのためには，交通事故多発地点や事故
につながる危険な違反を分析し，それぞれの条文の意味を理解したうえで，
取り締まることは当然，警察許可の意味，運転免許制度，道路交通法の目的
達成を意識することが必要である。警察官を目指す学生には，ぜひ，自分自
身がその立場であったらどう対応すべきかを考えて学習をしてもらいたい。
　最後に，今回は，勉強不足がゆえに不十分な内容であったと思う。本来
は，行政手続法，行政不服審査法，行政事件訴訟法，国家賠償法などにも言
及しなければならないところであるが，今回は，行政法の初歩の初歩として
この程度としたい。
